
(法人名：沖縄振興開発金融公庫）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びに
その所属する部局の名

称及び所在地
契約締結日

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとし
た業務方法書又は会計
規程等の根拠条文及

び理由

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

移行困難な事由 移行予定年限 備　　考

コピー機保守料
沖縄振興開発金融公庫
会計役　上関克也
東京都港区西新橋2-1-1

平成20年4月1日
富士ゼロックス㈱
東京都港区六本木3-
1-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

－ 1,610,731 － －
平成23年度までの賃貸借を条件
とした案件に付随するサービス
であるため

平成23年度
単価契
約

託送料
沖縄振興開発金融公庫
会計役　上関克也
東京都港区西新橋2-1-1

平成20年4月1日

ヤマトグローバルエキ
スプレス㈱
東京都千代田区神田
司町2-8-3

経理規程第32条第1項
第五号
予定価格が250万円を
こえない工事、役務の
供給又は物の製造をさ
せる場合

－ 1,977,064 － －
利用目的に最も合致し、好適な
条件を有する者を選定したもの
であるため

平成22年度
単価契
約

GS8300電子計算装置一式賃貸
借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 8,982,435 － －
平成20年度までの賃貸借を条件
とした案件であるため

平成21年度

ルーター一式賃貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 7,737,345 － －
平成20年度までの賃貸借を条件
とした案件であるため

平成21年度

TJNL他一式の賃貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 1,226,720 － －
平成20年度までの賃貸借を条件
とした案件であるため

平成21年度

PrimePower200電子計算機一
式賃貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 34,035,078 － －
平成20年度までの賃貸借を条件
とした案件であるため

平成21年度

ホストコンピュータシステムのプ
ログラム・プロダクト使用料

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
富士通㈱沖縄支店
沖縄県那覇市久茂地
1-12-12

経理規程第32条第1項
第一号
競争に付することが不
利又は困難と認められ
る場合

非公表 29,059,107 － －
公庫ホストコンピュータ（富士通
製）との互換性が必要であるた
め

平成21年度

【様式２】

平成２１年度以降に競争性のある契約に移行予定のもの



コピー機保守料（4件）

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
富士ゼロックス㈱
東京都港区六本木3-
1-1

経理規程第32条第1項
第五号
予定価格が250万円を
こえない工事、役務の
供給又は物の製造をさ
せる場合

－ 8,499,457 － －
契約更新時期に合わせて一般
競争入札へ移行することとした
ため

平成21年度
単価契
約

不動産担保評価・管理システム
賃貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
㈱東京リース
東京都千代田区霞が
関1-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 9,795,555 － －
平成19年度に一般競争入札を
実施し、24年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成24年度

アクセスログ取得機器一式賃貸
借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 3,495,030 － －
平成18年度に一般競争入札を
実施し、22年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成22年度

システム監視通報機器一式賃
貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 1,393,590 － －
平成18年度に一般競争入札を
実施し、22年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成22年度

セキュリティシステム機器一式
賃貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 3,555,090 － －
平成19年度に一般競争入札を
実施し、23年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成23年度

紙幣硬貨入出金機一式賃貸借
契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
日本電子計算機㈱
東京都千代田区丸の
内3-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 1,079,925 － －
平成18年度に一般競争入札を
実施し、23年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成23年度

インターネットパソコン等一式賃
貸借契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日

センチュリー・リーシン
グ・システム㈱
東京都港区浜松町2-
4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 2,611,455 － －
平成17年度に一般競争入札を
実施し、21年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成21年度

情報系システム一式賃貸借契
約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
富士通リース㈱
東京都新宿区西新宿
2-7-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 48,656,135 － －
平成18年度に一般競争入札を
実施し、22年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成22年度

ホスト系ソフトウェア一式賃貸借
契約

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日

センチュリー・リーシン
グ・システム㈱
東京都港区浜松町2-
4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 23,781,450 － －
平成18年度に一般競争入札を
実施し、22年度までの賃貸借を
条件とした案件であるため

平成22年度



研修会館管理業務

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日 個人

経理規程第32条第1項
第一号
競争に付することが不
利又は困難と認められ
る場合

非公表 2,372,000 － －

平成19年度に公募を実施し、住
み込みを条件として個人と契約
した案件であり、年度毎に変更
することが困難であるため

検討中

託送料

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
大栄空輸㈱
沖縄県那覇市鏡水295

経理規程第32条第1項
第五号
予定価格が250万円を
こえない工事、役務の
供給又は物の製造をさ
せる場合

－ 2,104,703 － －
利用目的に最も合致し、好適な
条件を有する者を選定したもの
であるため

平成22年度
単価契
約

託送料

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
沖縄日通エアカーゴ
サービス
沖縄県那覇市鏡水295

経理規程第32条第1項
第五号
予定価格が250万円を
こえない工事、役務の
供給又は物の製造をさ
せる場合

－ 1,223,756 － －
利用目的に最も合致し、好適な
条件を有する者を選定したもの
であるため

平成22年度
単価契
約

本店電話料金

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
西日本電信電話㈱
沖縄県浦添市城間4-
35-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

－ 3,651,828 － －
長期継続契約であり、現時点で
直ちに競争性のある契約方式へ
の移行が困難なため

検討中
単価契
約

自動引落データ集配信システム
運用

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年4月1日
㈱ＨＳ情報システムズ
東京都千代田区大手
町1-2-3

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 2,494,800 － －

当該システムは同社が開発した
ものであり、業務の内容、技術
的仕様等システム全般について
精通し、熟知しているため

平成22年度

直貸（融資関連）システム開発
作業

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年6月24日
富士通㈱沖縄支店
沖縄県那覇市久茂地
1-12-12

経理規程第32条第1項
第一号
競争に付することが不
利又は困難と認められ
る場合

非公表 12,852,000 － －

当該システムは同社が開発した
ものであり、業務の内容、技術
的仕様等システム全般について
精通し、熟知しているため

平成21年度

直貸（回収関連）システム開発
作業

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年8月5日
富士通㈱沖縄支店
沖縄県那覇市久茂地
1-12-12

経理規程第32条第1項
第一号
競争に付することが不
利又は困難と認められ
る場合

非公表 14,994,000 － －

当該システムは同社が開発した
ものであり、業務の内容、技術
的仕様等システム全般について
精通し、熟知しているため

平成21年度

直貸（回収関連）システム開発
作業

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年10月14日
富士通㈱沖縄支店
沖縄県那覇市久茂地
1-12-12

経理規程第32条第1項
第一号
競争に付することが不
利又は困難と認められ
る場合

非公表 168,714,000 － －

当該システムは同社が開発した
ものであり、業務の内容、技術
的仕様等システム全般について
精通し、熟知しているため

平成21年度

壁掛けカレンダー印刷

沖縄振興開発金融公庫
会計役　照屋健
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年11月4日
文進印刷㈱
沖縄県糸満市西崎町
5-10-14

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 2,819,250 － －
複数社にデザイン案の提出を依
頼し、役職員の投票により選定
したものであるため

平成21年度



八重山支店清掃業務

沖縄振興開発金融公庫
分任会計役
多和田　真勇
沖縄県石垣市新栄町4-1

平成20年4月1日
八重山ビル管理㈱
沖縄県石垣市字登野
城476

経理規程第32条第1項
第五号
予定価格が250万円を
こえない工事、役務の
供給又は物の製造をさ
せる場合

非公表 2,670,906 － －
利用目的に最も合致し、好適な
条件を有する者を選定したもの
であるため

平成21年度

第11回沖縄振興開発金融公庫
債券買取引受契約

沖縄振興開発金融公庫
理事長　松田浩二
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年6月5日

大和証券エスエムビー
シー㈱
東京都千代田区丸の
内1-9-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 31,500,000 － －

財投機関債の買取引受及び募
集販売について、起債運営能
力、販売能力等を総合的に踏ま
えて選定したものであるため

平成22年度

第11回沖縄振興開発金融公庫
債券募集委託契約

沖縄振興開発金融公庫
理事長　松田浩二
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年6月5日

㈱みずほコーポレート
銀行
東京都千代田区丸の
内1-3-3

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 1,260,000 － －

財投機関債の発行事務、期中
管理事務及び元利金支払事務
等について、起債運営能力、販
売能力等を総合的に踏まえて選
定したものであるため

平成22年度

区第9回沖縄振興開発金融公
庫住宅宅地債券募集委託並び
に債券保管委託及び元利金支
払事務委託契約

沖縄振興開発金融公庫
理事長　松田浩二
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成20年11月28日

㈱みずほコーポレート
銀行
東京都千代田区丸の
内1-3-3

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 2,625,000 － －

住宅宅地債券の発行事務、期
中管理事務及び元利金支払事
務等について、受託希望、事務
処理体制等を総合的に踏まえて
選定したものであるため

平成22年度

第12回沖縄振興開発金融公庫
債券買取引受契約

沖縄振興開発金融公庫
理事長　松田浩二
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成21年2月4日
三菱UFJ証券㈱
東京都千代田区丸の
内2-4-1

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 31,500,000 － －

財投機関債の買取引受及び募
集販売について、起債運営能
力、販売能力等を総合的に踏ま
えて選定したものであるため

平成22年度

第12回沖縄振興開発金融公庫
債券募集委託契約

沖縄振興開発金融公庫
理事長　松田浩二
沖縄県那覇市おもろまち
1-2-26

平成21年2月4日

㈱みずほコーポレート
銀行
東京都千代田区丸の
内1-3-3

経理規程第32条第1項
第二号
契約の性質又は目的
が競争を許さない場合

非公表 1,260,000 － －

財投機関債の発行事務、期中
管理事務及び元利金支払事務
等について、起債運営能力、販
売能力等を総合的に踏まえて選
定したものであるため

平成22年度

〔記載要領〕

４．「移行困難な事由」欄は、平成20年度に競争性のある契約に移行できなかった事由を記載することとし、「移行予定年限」欄は、平成21年度以降の具体的な移行予定年限（例：平成21年度）を記載すること。

２．本表は、平成20年度に締結した契約のうち、平成21年度以降に競争性のある契約への移行予定のものについて、当該契約ごとに記載すること。

３．本表は、「公共調達の適正化について」（平成18年8月25日付財計第2017号）記３．の記載方法に準じて記載すること。

１．本表は、「随意契約見直し計画」の対象となっている契約を対象とすること。
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